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公布 条例

◇ 職員 特殊勤務手当 関 条例 一部 改正 条例（ ）（職員課）………………………

職員 退職手当 関 条例 一部 改正 条例（ ）（〃）…………………………………

議会 議員 他非常勤 職員 公務災害補償等 関 条例 一部 改正 条例

（ ）（〃）………………………………………………………………………………………………

任期付研究員 採用等 関 条例 一部 改正 条例（ ）（〃）…………………………

公益法人等 職員 派遣等 関 条例 一部 改正 条例（ ）（〃）…………………

鳥取県職員定数条例 一部 改正 条例（ ）（行政経営推進課）……………………………

鳥取県部等設置条例 一部 改正 条例（ ）（〃）……………………………………………

鳥取県電子署名 係 地方公共団体 認証業務 関 法律施行条例 一部 改正

条例（ ）（〃）…………………………………………………………………………………………

◇職員 特殊勤務手当 関 条例 一部 改正 条例

教育業務連絡指導手当 支給 同和教育主任 名称 人権教育主任 改 。（第 条

関係）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

◇職員 退職手当 関 条例 一部 改正 条例

長期勤続後 退職等 場合 支給割合 退職手当 支給 者 、 年以上 年未満勤続 者

定年 達 日以後 者 非違 退職 （定年 達 日以後 最初

月 日 退職 者等 除 。） 除 。（第 条関係）

整理退職等 場合 支給割合 退職手当 支給 者 、 年以上勤続 者 定年 達

日以後 者 非違 退職 （定年 達 日以後 最初 月 日 退職

者等 除 。） 除 。（第 条関係）

施行期日等

（ ） 条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ ） 所要 経過措置 講 。

◇議会 議員 他非常勤 職員 公務災害補償等 関 条例 一部 改正 条例

公務災害補償 受 者等 虚偽 報告 場合等 罰金 額 上限 万円（現行 万

円） 。（第 条関係）

他所要 規定 整備 行 。

施行期日等

（ ） 条例 、公布 日 施行 。
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区 分
定 数

改 正 後 現 行

知事 事務部局 職員 人 人

一般会計支弁 係 職員 人 人

教育委員会 事務局及 学校 他 教育機関 職員 人 人

県立学校 職員 人 人

県立学校 職員以外 職員 人 人

企業局 職員 人 人

県費負担教職員 人 人

の の

に る

の び その の の

の

の の

の

3,274 3,307

3,260 3,293

2,501 2,463

2,263 2,231

238 232

85 87

4,353 4,363

（ ） 所要 経過措置 講 。

◇任期付研究員 採用等 関 条例 一部 改正 条例

任命権者 、一部 任期付研究員 健康及 福祉 確保 措置 講 。（第 条

関係）

人事委員会 、一部 任期付研究員 苦情 処理 。（第 条関係）

条例 、公布 日 施行 。

◇公益法人等 職員 派遣等 関 条例 一部 改正 条例

職員 派遣 法人 社会福祉法人恩賜財団済生会及 日本赤十字社 加 。

（第 条関係）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

◇鳥取県職員定数条例 一部 改正 条例

次 職員 定数 改 。（第 条関係）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

◇鳥取県部等設置条例 一部 改正 条例

名称 改正（第 条関係）

防災監 名称 防災局 改 。

文化観光局 設置（新第 条関係）

文化観光局 設置 、同局 係 所掌事務 定 。

所掌事務 追加（新第 条、新第 条関係）

（ ） 商工労働部 所掌事務 産業技術 係 研究開発 関 事項 加 。

（ ） 農林水産部 所掌事務 農林業 係 人材 育成 関 事項 加 。

他

所要 規定 整備 行 。

施行期日

条例 、平成 年 月 日 施行 。

◇鳥取県電子署名 係 地方公共団体 認証業務 関 法律施行条例 一部 改正 条例

利用者 対 発行手数料 関 事項 定 。（第 条関係）

他所要 規定 整備 行 。

施行期日等
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改 正 後 改 正 前

（教育業務連絡指導手当）

第 条 教育業務連絡指導手当 、公立 小学校、中学

校、高等学校、盲学校、聾学校又 養護学校 所属

教諭又 養護教諭 、次 表 定 教務

他 教育 関 業務 連絡調整及 指導助

言 当 主任等 職務 困難 人事

委員会 定 職務 担当 教諭又 養護教

諭 、当該担当 係 業務 従事 支給 。

小 学 校
教務主任、学年主任、保健体育主事又

人権教育主任

中 学 校

教務主任、学年主任、保健体育主事、生

徒指導主事、進路指導主事又 人権教育

主任

高等学校

教務主任、学年主任、保健体育主事、生

徒指導主事、進路指導主事、人権教育主

任、学科主任又 農場長

盲学校、

聾学校又

養護学

校

教務主任、学年主任、保健体育主事、生

徒指導主事、進路指導主事、人権教育主

任、学科主任又 寮務主任

略

（教育業務連絡指導手当）

第 条 教育業務連絡指導手当 、公立 小学校、中学

校、高等学校、盲学校、聾学校又 養護学校 所属

教諭又 養護教諭 、次 表 定 教務

他 教育 関 業務 連絡調整及 指導助

言 当 主任等 職務 困難 人事

委員会 定 職務 担当 教諭又 養護教

諭 、当該担当 係 業務 従事 支給 。

小 学 校
教務主任、学年主任、保健体育主事又

同和教育主任

中 学 校

教務主任、学年主任、保健体育主事、生

徒指導主事、進路指導主事又 同和教育

主任

高等学校

教務主任、学年主任、保健体育主事、生

徒指導主事、進路指導主事、同和教育主

任、学科主任又 農場長

盲学校、

聾学校又

養護学

校

教務主任、学年主任、保健体育主事、生

徒指導主事、進路指導主事、同和教育主

任、学科主任又 寮務主任

略
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２ ２

（ ） 条例 、公布 日 施行 。

（ ） 鳥取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関 条例 所要 改正 行 。

職員 特殊勤務手当 関 条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

職員 特殊勤務手当 関 条例 一部 改正 条例

職員 特殊勤務手当 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 当該改正部分 対応 同表 改

正後 欄中下線 引 部分 改 。

附 則
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改 正 後 改 正 前

（長期勤続後 退職等 場合 退職手当）

第 条 退職 者 次 表 退職者 欄 掲

対 退職手当 額 、退職 日 者

基礎月額 、 者 勤続期間 該当 同表 年数

欄 掲 年数 区分 応 、 同表 割合

欄 定 割合 乗 得 額 。

退職者 年数 割合

略

年以上 年未満勤続 退

職 者 次 掲

（ ）～（ ） 略

（ ） 定年 達 日以後

者 非違 退職

者（（ ） （ ）

該当 者 除 。）

略

略 略

略

（整理退職等 場合 退職手当）

第 条 退職 者 次 表 退職者 欄 掲

対 退職手当 額 、退職 日 者

基礎月額 、 者 勤続期間 該当 同表 年数

欄 掲 年数 区分 応 、 同表 割合

欄 定 割合 乗 得 額 。

退職者 年数 割合

略

年以上勤続 退職 者

次 掲

（ ）～（ ） 略

（ ） 定年 達 日以後

略 略

（長期勤続後 退職等 場合 退職手当）

第 条 退職 者 次 表 退職者 欄 掲

対 退職手当 額 、退職 日 者

基礎月額 、 者 勤続期間 該当 同表 年数

欄 掲 年数 区分 応 、 同表 割合

欄 定 割合 乗 得 額 。

退職者 年数 割合

略

年以上 年未満勤続 退

職 者 次 掲

（ ）～（ ） 略

略

略 略

略

（整理退職等 場合 退職手当）

第 条 退職 者 次 表 退職者 欄 掲

対 退職手当 額 、退職 日 者

基礎月額 、 者 勤続期間 該当 同表 年数

欄 掲 年数 区分 応 、 同表 割合

欄 定 割合 乗 得 額 。

退職者 年数 割合

略

年以上勤続 退職 者

次 掲

（ ）～（ ） 略

略 略
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条例 、平成 年 月 日 施行 。

職員 退職手当 関 条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

職員 退職手当 関 条例 一部 改正 条例

職員 退職手当 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中表 細目 表示 下線 引 表 細目 削 。
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鳥取県条例第 号９
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者 非違 退職

者（（ ） （ ）

該当 者 除 。）

～ 略～ 略

改 正 後 改 正 前

（罰則）

第 条 第 条 規定 報告 、若 虚偽

報告 、文書 他 物件 提出 、出頭 、

又 医師 診断 拒 者 、 万円以下 罰金 処

。

別表第 （第 条 関係）

略

備考 表 定 等級 応 障害 関 、

地方公務員災害補償法施行規則（昭和 年自治省令

第 号）別表第 例 。

（罰則）

第 条 第 条 規定 報告 、若 虚偽

報告 、文書 他 物件 提出 、出頭 、

又 医師 診断 拒 者 、 万円以下 罰金 処

。

別表第 （第 条 関係）

略

備考 表 定 等級 応 障害 関 、

地方公務員災害補償法施行規則（昭和 年自治省令

第 号） 別表 例 。
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附 則

（施行期日）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

（経過措置）

改正後 職員 退職手当 関 条例第 条及 第 条 規定 、 条例 施行 日以後 退職 係 退

職手当 適用 、同日前 退職 係 退職手当 、 従前 例 。

議会 議員 他非常勤 職員 公務災害補償等 関 条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

議会 議員 他非常勤 職員 公務災害補償等 関 条例 一部 改正 条例

議会 議員 他非常勤 職員 公務災害補償等 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 当該改正部分 対応 同表 改

正後 欄中下線 引 部分 改 。

附 則

（施行期日）

条例 、公布 日 施行 。

（罰則 関 経過措置）

条例 施行前 行為 対 罰則 適用 、 従前 例 。
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の の に する び の は この の の の に る

について し の に る については なお の による

の その の の に する の を する をここに する

の その の の に する の を する

の その の の に する の を のよ

うに する

の の の が かれた という を に する の

の が かれた に める

この は の から する

に する

この の にした に する の については なお の による

16

16 30

42 31

鳥取県条例第 号10



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 30 356 ３

改 正 後 改 正 前

（第 号任期付研究員 裁量 勤務）

第 条 略

略

第 項 場合 、任命権者 、人事委員会規

則 定 、第 号任期付研究員 勤務

時間 状況 応 当該第 号任期付研究員 健康及

福祉 確保 措置 講 。

第 項 場合 、人事委員会 、人事委員会

規則 定 、第 号任期付研究員

苦情 処理 。

略

（第 号任期付研究員 裁量 勤務）

第 条 略

略

略

１

８

２

３ １

１

１

４ １

１

５

１

８

２

３

の による

の において は

の めるところにより の

の に じた の

び を するための を ずるものとする

の において は

の めるところにより から

の を するものとする

の による

任期付研究員 採用等 関 条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

任期付研究員 採用等 関 条例 一部 改正 条例

任期付研究員 採用等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中項 表示 下線 引 項（以下「移動項」 。） 対応 同表 改正後 欄

中項 表示 下線 引 項（以下「移動後項」 。） 存在 場合 、当該移動項 当該移動後項

、移動後項 対応 移動項 存在 場合 、当該移動後項 加 。

附 則

条例 、公布 日 施行 。

公益法人等 職員 派遣等 関 条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

公益法人等 職員 派遣等 関 条例 一部 改正 条例

公益法人等 職員 派遣等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中号 細目 表示 下線 引 号 細目（以下「移動号細目」 。） 対応

同表 改正後 欄中号 細目 表示 下線 引 号 細目（以下「移動後号細目」 。） 存在 場

合 、当該移動号細目 当該移動後号細目 、移動後号細目 対応 移動号細目 存在 場合 、

当該移動後号細目 加 。

の に する の を する をここに する

の に する の を する

の に する の を のように する

の の の の に が かれた という に する の の

の に が かれた という が する には を

とし に する が しない には を える

この は の から する

への の に する の を する をここに する

への の に する の を する

への の に する の を のように する

の の の の の に が かれた の という に する

の の の の に が かれた の という が する

には を とし に する が しない には

を える

16 30

13

16 30

14

３

４

３

３

鳥取県条例第 号

鳥取県条例第 号

11

12



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 30 35 7３

改 正 後 改 正 前

（職員 派遣）

第 条 任命権者（法第 条第 項 規定 任命権者

。以下同 。） 、公益法人等 、次 掲

間 取決 基 、当該公益法人等

業務 役職員 専 従事 、職員

（次項 定 職員 除 。） 派遣

。

（ ） 略

（ ） 特別 法律 設立 法人 次 掲

略

社会福祉法人恩賜財団済生会

略

略

略

略

略

日本赤十字社

及 略

（職員 派遣）

第 条 任命権者（法第 条第 項 規定 任命権者

。以下同 。） 、公益法人等 、次 掲

間 取決 基 、当該公益法人等

業務 役職員 専 従事 、職員

（次項 定 職員 除 。） 派遣

。

（ ） 略

（ ） 特別 法律 設立 法人 次 掲

略

略

略

略

略

略

及 略

改 正 後 改 正 前

（定数）

第 条 職員 定数 、次 。

（ ） 知事 事務部局 職員 人

一般会計支弁 係 職員 人

略

（ ） 教育委員会 事務局及 学校 他 教育機関

職員 人

（定数）

第 条 職員 定数 、次 。

（ ） 知事 事務部局 職員 人

一般会計支弁 係 職員 人

略

（ ） 教育委員会 事務局及 学校 他 教育機関

職員 人

の

に する

をいう じ は のうち に

げるものとの の めに づき の

にその として ら させるため

に める を く を することができ

る

の により された のうち に

げるもの

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

び

の

に する

をいう じ は のうち に

げるものとの の めに づき の

にその として ら させるため

に める を く を することができ

る

の により された のうち に

げるもの

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

び

の は のとおりとする

の の

ア に る

イ

の び その の

の

の は のとおりとする

の の

ア に る

イ

の び その の

の

２ ２ １

１

２

２ ３

２ ２ １

１

２

２ ３

２

１

２

２

１

２

3,274

3,260

2,501

3,307

3,293

2,463

附 則

条例 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県職員定数条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県職員定数条例 一部 改正 条例

鳥取県職員定数条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 当該改正部分 対応 同表 改

正後 欄中下線 引 部分 改 。

この は から する

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の が かれた という を に する の

の が かれた に める

16

16 30

４ １

３

６ ４

鳥取県条例第 号13



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 30 358 ３

ア の

イ アに げる の

の

び

ア の

イ アに げる の

の

び

の に づき の に する を

させるため の を く

の に づき の に する を

させるため び の を く

県立学校 職員 人

掲 職員以外 職員 人

（ ）～（ ） 略

（ ） 企業局 職員 人

（ ）及 （ ） 略

（ ） 県費負担教職員 人

略

県立学校 職員 人

掲 職員以外 職員 人

（ ）～（ ） 略

（ ） 企業局 職員 人

（ ）及 （ ） 略

（ ） 県費負担教職員 人

略

改 正 後 改 正 前

（設置）

第 条 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第

項 規定 基 、知事 権限 属 事務 分掌

、次 部局 置 。

防災局

総務部

企画部

文化観光局

福祉保健部

生活環境部

商工労働部

農林水産部

（設置）

第 条 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第

項 規定 基 、知事 権限 属 事務 分掌

、防災監及 次 部 置 。

総務部

企画部

福祉保健部

生活環境部

商工労働部

農林水産部

2,263

238

85

10

11 4,353

2,231

232

87

10

11 4,363

22 67 158 22 67 158

３ ７

８

９

２

３ ７

８

９

２

１

１

１

１

７

附 則

条例 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県部等設置条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県部等設置条例 一部 改正 条例

鳥取県部等設置条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中条及 号 表示 下線 引 条及 号（以下「移動条等」 。） 対応 同

表 改正後 欄中条及 号 表示 下線 引 条及 号（以下「移動後条等」 。） 存在 場合

、当該移動条等 当該移動後条等 、移動条等 対応 移動後条等 存在 場合 、当該移動条等

（以下「削除条等」 。） 削 、移動後条等 対応 移動条等 存在 場合 、当該移動後条等

（以下「追加条等」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（条及 号 表示並 削除条等 除 。以下「改正部分」 。）

対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（条及 号 表示並 追加条等 除 。以下「改正後部分」

。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在

場合 、当該改正後部分 加 。

この は から する

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の び の に が かれた び という に する

の の び の に が かれた び という が する に

は を とし に する が しない には

という を り に する が しない には

という を える

の の の が かれた び の びに を く という

に する の の が かれた び の びに を く

という が する には を に め に する が

しない には を える

16

16 30

４ １

３

６ ５

鳥取県条例第 号14



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 30 35 9３

県土整備部

（防災局 所掌事務）

第 条 防災局 所掌事務 、次 。

（ ）及 （ ） 略

（企画部 所掌事務）

第 条 企画部 所掌事務 、次 。

（ ）～（ ） 略

（文化観光局 所掌事務）

第 条 文化観光局 所掌事務 、次 。

（ ） 文化 振興 関 事項

（ ） 観光 振興 関 事項

（ ） 自然公園 関 事項

（ ） 景観形成 推進 関 事項

（福祉保健部 所掌事務）

第 条 略

（生活環境部 所掌事務）

第 条 略

（商工労働部 所掌事務）

第 条 商工労働部 所掌事務 、次 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 産業技術 係 研究開発 関 事項

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（農林水産部 所掌事務）

第 条 農林水産部 所掌事務 、次 。

（ ） 略

（ ） 農林業 係 人材 育成 関 事項

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（県土整備部 所掌事務）

県土整備部

（防災監 所掌事務）

第 条 防災監 所掌事務 、次 。

（ ）及 （ ） 略

（企画部 所掌事務）

第 条 企画部 所掌事務 、次 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 文化 振興 関 事項

（ ） 観光 振興 関 事項

（ ） 自然公園 関 事項

（ ） 景観形成 推進 関 事項

（福祉保健部 所掌事務）

第 条 略

（生活環境部 所掌事務）

第 条 略

（商工労働部 所掌事務）

第 条 商工労働部 所掌事務 、次 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（農林水産部 所掌事務）

第 条 農林水産部 所掌事務 、次 。

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（ ） 略

（県土整備部 所掌事務）

の

の は のとおりとする

び

の

の は のとおりとする

の

の は のとおりとする

の に する

の に する

に する

の に する

の

の

の

の は のとおりとする

び

に る に する

の

の は のとおりとする

に る の に する

の

の

の は のとおりとする

び

の

の は のとおりとする

の に する

の に する

に する

の に する

の

の

の

の は のとおりとする

び

の

の は のとおりとする

の

２

１ ２

４

１ ７

５

１

２

３

４

６

７

８

１ ２

３

４

５

６

７

９

１

２

３

４

５

６

７

８

９

２

１ ２

４

１ ７

８

９

５

６

７

１ ２

３

４

５

６

８

１

２

３

４

５

６

７

８

10

11



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 30 3510 ３

第 条 略

（雑則）

第 条 略

第 条 略

（雑則）

第 条 略

改 正 後 改 正 前

（利用者 対 発行手数料）

第 条 知事 、法第 条第 項 規定 電子証明

書 発行 、同条第 項 規定 申請者

当該電子証明書 係 法第 条第 項 規定 発

行手数料（以下「発行手数料」 。） 徴収 。

知事 、前項 規定 徴収 発行手数料 法

第 条第 項 規定 指定認証機関（以下「指定認

証機関」 。） 納付 。

知事 、法第 条第 項 規定 基 発行手数料

指定認証機関 収入 収受 。

発行手数料 額 、指定認証機関 行 法第 条第

項 規定 電子証明書 発行 係 電子計算機

処理等（法第 条第 項第 号 規定 電子計算機

処理等 。以下同 。） 要 費用 基礎

指定認証機関 定 。

前項 場合 、指定認証機関 、 、

10

11 10

34

34

34

17

９

２ ３ ６

２

４

２

１

３ ４

４ ３

６

３ ３

５

に する

は の により

を したときは に する か

ら に る に する

という を する

は の により した を

に する

という に しなければならない

は の に づき

を の として させるものとする

の は が う

の による の に る

に する

をいう じ に する を とし

て が める

の において は あらかじめ

附 則

条例 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県電子署名 係 地方公共団体 認証業務 関 法律施行条例 一部 改正 条例 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県電子署名 係 地方公共団体 認証業務 関 法律施行条例 一部 改正 条例

鳥取県電子署名 係 地方公共団体 認証業務 関 法律施行条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部

次 改正 。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下本則 「移動条」 。） 対応 同表

改正後 欄中条 表示 下線 引 条（以下本則 「移動後条」 。） 存在 場合 、

当該移動条 当該移動後条 、移動後条 対応 移動条 存在 場合 、当該移動後条（以下本則

「追加条」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（条 表示 除 。以下本則 「改正部分」 。） 対

応 同表 改正後 欄中下線 引 部分（条 表示及 追加条 除 。以下本則 「改正後部分」

。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在

場合 、当該改正部分 削 。

この は から する

に る の に する の を する をここに する

に る の に する の を する

に る の に する の を

のように する

の の の の に が かれた において という に する

の の の に が かれた において という が する には

を とし に する が しない には に

おいて という を える

の の の が かれた の を く において という に

する の の が かれた の び を く において

という が する には を に め に する が

しない には を る

16

16 30

15 71

４ １

３

鳥取県条例第 号15



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 30 35 11３

発行手数料 額 知事 承認 受

。

（署名検証者 対 情報提供手数料）

第 条 知事 、法第 条第 項 規定 基 同項

規定 情報提供手数料（以下「情報提供手数料」

。） 指定認証機関 収入 収受

。

情報提供手数料 額 、次 掲 費用 基礎

、指定認証機関 定 。

（ ） 法第 条第 項 規定 保存期間 係 失

効情報 提供 係 電子計算機処理等 要 費用

（ ） 略

略

（署名検証者 対 情報提供手数料）

第 条 知事 、法第 条第 項 規定 基 同項

規定 情報提供手数料（以下「情報提供手数料」

。） 同条第 項 規定 指定認証機関（以下

「指定認証機関」 。） 収入 収受

。

情報提供手数料 額 、次 掲 費用 基礎

、指定認証機関 定 。

（ ） 法第 条第 項 規定 保存期間 係 失

効情報 提供 係 電子計算機処理等（法第 条第

項第 号 規定 電子計算機処理等 。次

号 同 。） 要 費用

（ ） 略

略

改 正 後 改 正 前

別表（第 条関係）

事 務 市町村等

児童手当法（昭和 年法律第

号） 基 事務 、次 掲

（ ）及 （ ） 略

各市町村

鳥取県電子署名 係 地方

公共団体 認証業務 関 法律

施行条例（平成 年鳥取県条例第

号） 基 事務 、次

掲

（ ） 第 条第 項 規定

発行手数料 徴収

（ ） 第 条第 項 規定

発行手数料 指定認証機関

納付

各市町村

別表（第 条関係）

事 務 市町村等

児童手当法（昭和 年法律第

号） 基 事務 、次 掲

（ ）及 （ ） 略

各市町村

の について の を けなければな

らない

に する

は の に づき に

する と

いう を の として させるもの

とする

の は に げる を とし

て が める

の による に る

の に る に する

に する

は の に づき に

する と

いう を に する

という の として させる

ものとする

の は に げる を とし

て が める

の による に る

の に る

に する をいう

において じ に する

に づく のうち に

げるもの

び

の に る

の に する

に づく のうち に

げるもの

の による

の

の による

の への

に づく のうち に

げるもの

び

３ ５

２

１ １

２

３

２ ５

１

２

１ １

３ ３

２

３

２

１

１ ２

１ ２

１ ２ １

２ ２ ２

２

１

１ ２

34

18

34

18

17

46 73

15

71

46 73

附 則

（施行期日）

条例 、公布 日 施行 。

（鳥取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関 条例 一部改正）

鳥取県知事 権限 属 事務 処理 特例 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中別表 細目 表示 下線 引 別表 細目（以下「移動別表細目」 。）

当該移動別表細目 対応 次 表 改正後 欄中別表 細目 表示 下線 引 別表 細目 。

次 表 改正後 欄 表中太線 囲 部分 加 。

１

２

この は の から する

の に する の の に する の

の に する の の に する の を のよう

に する

の の の の の に が かれた の という を

に する の の の の の に が かれた の とする

の の の の で まれた を える

11 35



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 30 3512 ３

１ ３

１ ４

１ ５

２

１ ２

１ ３

１ ４

２

の

の

の

の

の

の

略

略

略

～ 略

略

略

略

～ 略48 48
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